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第 1 章 組織再編税制と行為計算否認 
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 本論文の構成としては、まず、第 1 章において組織再編税制の概略を説明し、当該規
定適用による恩恵として繰越欠損金の引継、及び課税の繰延が存在することを確認する。
その上で、繰越欠損金の引継に関する租税回避行為に対しての否認に関して検討する。そ
して、本章の最後では法法 132 条の 2 のあるべき解釈を検討する。 




































第 1 節 組織再編税制の概要 
 
1 組織再編税制導入の趣旨 








                                                   
3 税制調査会「会社分割・合併等の企業組織再編成に係る税制の基本的考え方」（2000） 
（以下、本文中で引用する場合「基本的考え方」） 




















































































の属する事業年度の所得の金額の計算上、益金の額又は損金の額に算入する。 」（法法 61 条



















































































                                                   


















































































                                                   







18 太田洋「組織再編行為と否認」87-91 頁（租税研究、2001） 






































                                                   
19 金子宏、前掲注（1）350 頁 
20 Gregory v. Helvering, 293 U. S. 465（1935） 等 
21 昭和 60 年 6 月 19 日採決、広島地裁平成 2 年 1 月 25 日 
























                                                   
23 藤本哲也ほか、前掲注（17） 



























は法人税の額を計算することができる。」（法法 132 条） 
26 今村隆『課税訴訟における要件事実論〔改訂版〕』67 頁参照（日本租税研究協会、2013）。 































                                                                                                                                                          
り移転する資産及び負債の譲渡に係る利益の額の減尐又は損失の額の増加、法人税の額から
控除する金額の増加、第 1 号又は第 2 号に掲げる法人の株式（出資を含む。第 2 号において
同じ。）の譲渡に係る利益の額の減尐又は損失の額の増加、みなし配当金額（第二十四条第 1






30 法法 132 条の 2①～③に掲げられている以下の法人 
①．合併等をした法人又は合併等により資産及び負債の移転を受けた法人 
②．合併等により交付された株式を発行した法人（前号に掲げる法人を除く。） 











































                                                   
33 斎木秀憲、前掲注（5）26 頁 
















































                                                   





39 金子宏、前掲注（1）430 頁 
40 金子宏、前掲注（1）431 頁 
41 この要件は、米国の Gregory 事件（Gregory v. Helvering, 293 U. S. 465（1935））に
おいて判示された「事業目的原理（business purpose doctrine）」の考え方に依拠している
ものと考えられる。 
42 金子宏『租税法（第 16 版）』421 頁（弘文堂、2011） 




























                                                   



























                                                   
45 太田洋、前掲注（18）79 頁 

























                                                   

























                                                   












50 武田昌輔、前掲注（24）5536-5540 頁 
51 東京高判平成 11 年 5 月 31 日税務訴訟資料 243 号 127 頁 












































































                                                   
54 「企業組織再編税制をめぐる否認が相次ぐ中、今明かされる「行為計算否認規定（法人税
法 132 条の 2）の創設の経緯・目的と解釈（第二回）」（TAmaster No.450 2012.5.14） 17
項参照、図内一部筆者改変 

































                                                   
























第 1 節 個別否認規定による否認（法人税法 57 条 2-4 項） 
 
 平成 13 年に組織再編税制の中における組織再編成に係る繰越欠損金の引継に関する規
定として、法法 57 条 2 項、3 項及び 4 項等が制定された。この中でも法法 57 条 2 項は繰
越欠損金が引継適用の要件を示しており、逆の視点から考えると、要件を満たさない場合
は繰越欠損金の引継を認めない、との意味で個別否認規定になっている。また、法法 57

























                                                   
56 平成 13 年度の税制改正で本規定が制定された際は、適格合併のみならず、合併類似適格分
割型分割に係る分割法人の欠損金額についても引継の対象とされていたが、活用例がない等
の事由により平成 22 年度税制改正により廃止された。 
57 組織再編税制制定前に、合併法人が被合併法人の繰越欠損金を引継げるものとして行った






（2）法法 57 条 3 項 
















（3）法法 57 条 4 項 
本項は、繰越欠損金に制限を加える条項であるが、法法 57 条 3 項とは異なり合併法人を






                                                   






欠損金額は、法法 57 条 1 項において内国法人が青色申告書を提出した場合の繰越欠損金
控除の対象から除外されることとなっている。 


















                                                   




















                                                   
60 渡辺徹也『企業組織再編成と課税』265 頁（弘文堂、2006） 
61 岡村忠生・渡辺徹也・高橋祐介『ベーシック税法』281 頁（有斐閣、2013） 





62 東京高判昭和 34 年 11 月 17 日行裁例集 10 巻 12 号 2392 頁 












加しており、合併直前には、その額が 1 億 300 万 5643 円にものぼる欠損会社であり、さ
らに合併時の帳簿価額による債務超過額は 7542 万 8803 円であった。一方非合併法人で
ある B 社は、業績は良好であり、連年多額の利益を計上しており、合併時の帳簿価額に
よる純資産額は 1 億 7645 万 1081 円であった。 
そして、A 社が B 社の吸収合併を行い、その後の事業年度に未処理欠損金を損金算入し




事実関係のもとで A 社の繰越欠損金について損金算入を認めることは、法 57 条の目的・
趣旨に反し、同法 132 条に規定する租税回避行為を放置することとなる」として法法 132




                                                   












欠損金を損金に算入することは法法 57 条 1 項の趣旨・目的に照らし容認されないもの66
とし、当該損金算入を容認した場合には、法人税額を不当に減尐させる結果となると認め
られる67ことから、法法 132 条 1 項の適用は認められる、といったものであった。 
 本判例の判決構成は、逆さ合併及び繰越欠損金の損金算入といった当該同族会社の行為
又は計算は、法法 57 条 1 項の趣旨・目的から容認されないとしつつ、そのことが「不当」
の要件に該当するとして法法 132 条 1 項により否認することを認めた、というものであ




して、法法 132 条 1 項といった包括的否認規定が「不当」の概念に基づく追加の課税要









 ところで、本件合併は、A 社が合併法人、B 社が被合併法人となり、合併法人たる A 社の繰
越欠損金を損金に参入したものであって、形式的には、右の場合と異なる。しかしながら、
前説示のとおり、……企業の実態は、合併の前後を通じて変わっていないものである。 
 そうだとすると、存続会社である A 社が合併の前後を通じて実質上同一性を保持している
とはいえず、企業としての実体を失った A 社の事業経営上（したがって、実質的に存在する B
社と無関係な経営のもとに）生じた繰越欠損金を、合併後経営実体の存在する被合併法人で




















法法 57 条 1 項の規定を適用して A 社が合併前に有していた繰越欠損金を損金の額に算入
した行為又は計算が、法法 132 条 1 項に規定する法人税の負担を不当に減尐させる行為
又は計算に該当するとして、課税庁が否認したものである。 
 国税不服審判所の裁決では、本件合併が繰越欠損金を精算するためのいわゆる逆さ合併
である68と認定し、当該合併による繰越欠損金の損金算入は法法 57 条 1 項の規定の趣旨
等からして到底容認されるものではなく69、当該損金算入は法人税 132 条 1 項によって否
認されるべき法人税の負担を不当に減尐させる行為又は計算に該当する70ため、法法 132
                                                   
68 前掲注（64） 
 「K 社は、本件合併時において本件合併後の事業の用に供すべき設備又は経済価値のある無









 「……同一法人における担税力を考慮して、法人税法第 57 条において欠損金の繰越控除が
特例として認められている。 
 しかしながら、法人税法第 57 条の適用を受けるためには、こうした同条の趣旨、目的から、
繰越欠損金の控除に係る各事業年度の間において、経営実体の同一性が継続維持されている
ことが当然の前提とされているところである。 


















旧 J 社をなお存続する法人とみなして同法第 57 条の規定を適用すべきであり、K 社の繰
越欠損金を損金の額に算入することができないとしてされた本件更正処分は相当である。」
との文言から、法法 132 条 1 項の適用により、税務署長が当該同族会社の行為又は計算
を引き直して法人税を課税する際の計算上の根拠が法法 57 条 1 項であることが見て取れ
る。さらに言えば、本来的には個別否認規定として法法 57 条 1 項を適用すべきものの、
文理解釈上そのような取り扱いができないため、法法 132 条 1 項によって否認し、計算













                                                                                                                                                          










 外国税額控除制度の濫用事件として最高裁判例があるものとしては、3 つの事例（S 事
例71、R 事例72、U 事例73）が存在しており、いずれも最高裁にて課税庁の勝訴となってい
るが、以下では R 事例を採り上げ解釈を行っていく。 
（1）事件及び判決の概要  









                                                   
71 大阪地裁平成 13 年 5 月 18 日判決、大阪高裁平成 14 年 6 月 14 日判決、最高裁平成 17 年
12 月 19 日判決 
72 大阪地裁平成 13 年 12 月 14 日判決、大阪高裁平成 15 年 5 月 14 日判決、最高裁平成 17 年
12 月 19 日判決 
73 大阪地裁平成 14 年 9 月 20 日判決、大阪高裁平成 16 年 7 月 29 日判決、最高裁平成 18 年 2





























































                                                   
































 法法 69 条の解釈としての「限定解釈」は、政策的な課税減免規定の解釈・適用にあた
り、広く応用可能である。そこで、法法 57 条 2 項に関しても、これが課税減免規定であ
ると認められる場合、同様の解釈により租税回避行為に対して「限定解釈」を行うことが
可能である、と考える余地がある。そこで次からは、「限定解釈」するための一般的な要
件を整理し、その後法法 57 条 2 項において「限定解釈」を行うことが可能であるか検討
していく。 
（1）「限定解釈」の一般的要件 

































                                                   
81 清水一夫「課税減免規定の立法趣旨による「限定解釈」論の研究-外国税額控除事件を出発
点として-」314 頁（税務大学校論叢、2008）、一部筆者改変 


























                                                   





（2）法法 57 条 2 項の「限定解釈」適用可否 
 ここで、法法 57 条 2 項において「限定解釈」を行うことが可能であるか検討していく。
上記①の（1）で解釈したように、「限定解釈」の対象となり得る課税減免規定としては、






                                                   






























次に繰越欠損金に係る規定として見た場合、法法 57 条 2 項は、適格合併の場合におい
て、法人格が異なる他の法人において生じた欠損金を自己の欠損金として控除を認めるも





 すなわち、適格合併において繰越欠損金の引継を認める法法 57 条 2 項と、その制限を
加える法法 57 条 3 項については、「限定解釈」の余地があると考えられる。 
 
3 小括～実際の適用可能性について～ 
 以上から、法法 57 条 2 項及び 3 項に関しては、「限定解釈」の余地があると解釈され
た。では、実際にある租税回避行為が発生した場合、法法 57 条 2 項又は 3 項の「限定解
釈」により当該行為又は計算が否認されることはあるのだろうか。私見から先に述べると、









                                                   
87 清水一夫、前掲注（81）346 頁 
52 
 
図 2 「限定解釈」と「組織再編行為計算否認規定」の課税要件比較 
 












         
         




























することのほうが自然であると思われるため、法法 57 条 2 項又は 3 項の「限定解釈」に
よる否認を主張する必要性は乏しい、と考えられる。 
 













                                                   




































                                                   
91 中里実「課税逃れ商品に対する租税法の対応（上）」（ジュリスト、1999） 





















                                                   
93 今村隆「租税回避行為の否認と契約解釈」（税理 42 巻 24 号 206 頁） 






95 佐藤英明「判評」判例時報 1959 号（判例評論 579 号） 
96 金丸和弘「フィルムリース事件と「事実認定による否認」」（中里実・神田秀樹編『ビジネ
ス・タックス』（2005 年））、岡村忠生（税研 2009.11） 
97 青山慶二（TKC 税情 2012）、今村隆・判例評釈（ジュリスト 1333）、浅妻章如・判例評釈








おいても、実際に課税庁が「私法上の法律構成に基づく否認」を主張せず、法法 57 条 2













                                                   
98 通謀虚偽表示をめぐる紛争につき、立証責任が課税庁側にあるとした判例として、名古屋
高裁平成 18 年 2 月 23 日 
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